2013年７月30日
金田昌司名誉教授経歴ならびに著作目録
1.生年月日
1934年8月28日

2.最終学歴
1963年3月31日中央大学大学院経済学研究科博士課程単位取得満期退学

3.経歴（教員本務歴）
1960年4月～1964年3月
中央大学経済学部助手
1964年4月～1966年3月
中央大学経済学部専任講師
1966年4月～1972年3月
中央大学経済学部助教授
1972年4月～2005年3月
中央大学経済学部教授
1975年4月～2005年3月　　　中央大学大学院経済学研究科修士課程担任
1977年4月～2005年3月　    中央大学大学院経済学研究科博士課程担任

  2005年3月　　　　　　　　　 中央大学定年退職

  2005年4月                   中央大学名誉教授

2005年4月～2008年3月      山梨学院大学大学院社会科学研究科特任教授
4.学位
経済学博士1971年12月（中央大学）　論文題目「経済立地と土地利用」

5.学内委員等
中央大学学友会文化連盟朗吟会顧問　　1977年～2004年3月

中央大学大学院経済学研究科委員長　　1989年11月～1991年10月

中央大学新学部の設立に関する検討委員会委員　　1989年11月～1991年10月
中央大学生活協同組合理事長　　1992年 6月～1995年 7月
中央大学経済学部公共経済学科運営委員長　　1993年 4月～1997年 3月
中央大学図書館長　　1996年 4月～2000年 3月
中央大学評議員　　1996年 5月～2003年 3月
6.学術受賞
2003年11月　「地域再生と国際化への政策形成」で第３セクター研究学会賞を受賞
2004年3月　　中央大学学術研究奨励賞を受賞
　2013年4月　　瑞宝中綬章授章

7.学会並びに社会における活動
1977年4月～1978年3月　　東京都経済局中小工業問題専門委員会委員

1977年5月～2000年5月　　経済地理学会評議員

1984年7月～1995年7月　　所沢市総合振興計画審議会委員
1986年3月～1989年3月　　環境庁水質保全局専門委員
1986年8月～1989年2月　　所沢市高齢者問題懇談会委員
1986年8月～1988年8月　　所沢市民文化センタ－建設委員

1988年1月～1992年12月　　協同組合シード研究所研究顧問

1988年4月～1989年7月　　 学校法人高岡法科大学設立準備委員会委員

1989年11月～1991年10月　 日本学術会議経済政策研究連絡委員会委員

1990年2月～2004年6月　   秩父大使（埼玉県秩父市）

1991年2月～1991年3月　   秩父ふるさと市町村圏計画審議会委員

1991年3月～1991年12月　  新潟経営大学教育課程検討諮問委員会委員

1991年10月～1992年2月　  八王子市緑化推進基本計画策定委員会委員長

1993年7月～2006年3月 　  第３セクタ－研究学会会長

2006年4月~現在　　　　　　 第３セクタ－研究学会名誉会長

1993年8月～1996年3月　　　国土庁新たな国土の軸のあり方を考える調査委員会委員

1993年8月～1994年3月　　 所沢市保健センタ－建設委員会委員

1995年5月～1996年1月　   所沢市高度情報化懇話会委員

1996年2月～1997年12月　  青森中央学院大学設立準備委員会委員

1998年8月～1999年3月　　　自治省地方公共団体等の第三セクターへの関わりのあり方に関する研究会

1999年3月～2006年3月　　 日本インタ－ンシップ学会副会長

2006年4月～現在　　        日本インタ―ンシップ学会顧問
2000年5月～2002年5月　　 経済地理学会関東支部長

2000年8月～2001年3月　   八王子市外郭団体活性化検討委員会委員長

2002年9月～2003年3月　   八王子市中心市街地活性化基本計画策定委員会委員長

2003年～2008年3月　 　　  財団法人大学基準協会「特色ある大学教育支援プログラ実施委員」

2004年11月～2006年3月　　「岐阜市立大学課題検討委員会」副委員

8.著書（主要著書および共、編著等の執筆）
（1）自著
1971年4月
『経済立地と土地利用』
新評論
1981年4月
『福祉社会への地域計画―西ドイツ―』　大明堂

1989年4月
『都市的土地利用の立地論』　中央大学生協出版局

2003年11月　『地域再生と国際化への政策形成』　中央大学出版部

（2）編共著（編集・執筆）
1983年6月
『地方自治体の経営計画』　共編著　中央経済社

1986年7月
『交流化社会と地域経営計画』　共編著　中央経済社

1993年4月
『国際化時代のまちづくり』　共著　中央経済社

（3）著書（分担執筆）

（日本語）

1962年1月　「アジアの工業化と都市化」(富田富士雄と共同執筆)『アジアの人口増加と経済発展』( 南亮三郎編) アジア経済研究所
1963年2月　　「ワルター・アイサードの立地論について」『立地と地域経済―経済立地政策論―』（西岡久雄著）三弥井書店
1965年10月　「都市発展の立地経済論」『都市発展の理論』(山鹿誠次編) 明玄書房
1965年12月　「人口都市化と産業立地」『人口都市化の理論と分析』( 南亮三郎・館稔編) 勁草書房
1966年1月　　「所沢市」『東京周辺都市の研究』(山鹿誠次・伊藤善市編) 大明堂
1968年6月　　「立地論と交通」『交通地理学』(有末武夫・柾幸雄・青木栄一編) 大明堂　　　　
1969年2月　　「工業開発の立地連関と拠点開発」『地域開発における新産業都市―松本諏訪地区の研究―』（村田喜代治編）東洋経済新報社地区
1971年1月　　「首都圏の工業化」「所沢市」「加須市」『変貌する都市首都圏』(地域開発研究所編)

1973年12月　　「西ドイツにおける人口及び産業立地の地域的動向と空間整備政策について」『人口と経済と社会』( 南博士祝賀論文集刊行委員会編) 千倉書房
1975年5月　　「人口都市化と生活環境」『現代人口論』( 南亮三郎編) 千倉書房
1978年1月　  「労働力移動と産業立地」『転換途上の日本人口移動』(南亮三郎・上田正夫編)

1980年4月　　「諏訪市」「徳島市」『日本の町と村』(板倉勝高編) 古今書院
1981年9月　　「人口と土地利用」『日本の人口・資源問題』(南亮三郎・畑井義隆編) 千倉書房
1985年12月　「地方工業集積地としての上小地域」「地方都市における産業立地―山形県鶴岡市を中心として」『ＭＥ技術革新下の下請工業と農村変貌』（中央大学経済研究所編）中央大学出版部
1986年3月　　「地方分散・交流化時代と経済地理学の役割」「交通屈折路線の作図法―立地図形の研究」「産業立地と自治体基本構想」中央大学地理学研究会『地理学のパースペクティブ―中野弘教授定年記念―』、創造社
1986年9月　　「大規模工業開発と八戸の工業化」『地方工業地域の展開』（井出策夫・竹内淳彦・北村嘉行編） 大明堂　　　　　　　　　　　
1987年1月　   「八戸市の鉄工業の現状と課題」『地方中核都市の産業活性化－八戸』（中央大学経済研究所編）中央大学出版部
2000年5月　　「国土・地域政策の課題と第3 セクターの課題」『地域経営の革新と創造―分権時代の第3 セクター』透土社/ 丸善
（外国語）
“Position of Japanese Industry", An Industrial Geography of Japan
 　　　　　　K.Murata ed., Bell and Hyman, London, 1980．
9.主な学術論文
（日本語）
1961年 8月　　「工業立地の指向理論について」『経済学論纂』第2巻第3号
1962年11月   「A ・レッシュの立地論について(1) 」『経済学論纂』第3巻第2号
1963年 6月    「A ・レッシュの立地論について(2) 」『経済学論纂』第4巻第1号
1964年 9月　　「A ・レッシュの立地論について(3) 」『経済学論纂』第5巻第5号
1965年10月　 「都市発展の立地論的考察」『中央大学80周年記念論文集』
1966年 5月　　「都市発展と産業立地(1) ―大都市圏域都市八王子市を中心として―」『経済学論纂』第7巻第3号
1968年 1月  「都市発展と産業立地(2)―大都市圏域都市加須市を中心として―」『経済学論纂』第9巻第1　　　　　　　　

　　　　　　　　号
1971年11月   「青梅夜具地製造業」『経済情報』( 東京都経済局)第91号
1975年 3月    「生活空間の科学としてのドイツ空間学」『経済学論纂』第16巻第1・2号
1975年 8月    「ルール(Das Ruhrgebiet)の経済地理」『中央大学90周年記念論文集』
1976年 3月    「広域生活圏と公共施設立地」『中央大学経済研究所年報』第6号
1977年 7月    「第三セクタ－に関する一考察」『経済学論纂』第18巻第2号
1978年 3月　　「伝統型地場産業の立地―飯山仏壇業について―」『経済学論纂』第19巻第4号
1978年11月 　「伝統型地場産業の立地―六郷印章業について―」『経済学論纂』第19巻第5・6号
1979年 3月    「西ドイツ連邦における工業立地動向―1955年～1975年―」『経済学論纂』第20巻第1・2号
1980年 2月    「西ドイツの空間整備について」『経済地理学年報』第25巻第4号
1980年 3月     「栃木県における地場産業の実態と問題点」『経済学論纂』第21巻第1・2号
1981年 3月   「産業高度化社会の東京・大阪の対応」『経済と労働』1980年
1982年 7月   「交通屈折路線の作図法」『経済学論纂』第23巻第4号
1982年11月   「広域地域からみた鶴岡市」「工業活動の実態分析」『中央大学経済研究所年報』第12号
1984年 3月   「経済地理学の方法論について―立地論的アプローチを中心として―」『経済学論纂』第25巻第1・2号
1985年10月  「産業立地と自治体基本構想」『中央大学100 周年記念論文集』
1985年11月  「オーストリアの地域経済動向と空間整備について(1) 」『経済学論纂』第26巻第5・6号
1987年 1月　 「オーストリアの地域経済動向と空間整備について(2) 」『経済学論纂』第28巻第1号
1987年12月　「21世紀への街づくりと第三セクターの役割」『地方財務』403号
1990年 3月  「郡山市における国際化と国際交流施策」『中央大学経済研究所年報』第20号
1992年 2月  「地域国際化とお雇い外国人―T.N.E ハリファックスの研究―」『経済学論纂』第32巻第5・6号
1992年 7月   「地域国際化と在留外国人―在留外国人の特化・拡大係数分析―」（角本伸晃と共同執筆） 
『経済学論纂』第33巻第3号
1993年 3月   「福島県における地域国際化政策」『中央大学経済研究所年報』第23号（Ⅰ）

1993年 3月  「業務核都市幕張新都心に見るオフイス立地とまちづくり」『中央大学経済研究所年報』第23号（Ⅰ）

1993年10月  「村田喜代治教授の立地論・経済地理学研究について」『経済学論纂』第34巻第3・4号

1994年 5月    「地域国際化と在留外国人―在留外国人の特化・拡大係数分析」( 続1)（角本伸晃と共同執筆） 『経済学論纂』第35巻第3号
1994年 6月　 「第3 セクタ－の設立と意義」『地方自治職員研修』臨時増刊号46号
1995年 2月   「都道府県人口による地域類型化―高齢化時代の地域政策研究序説」（角本伸晃と共同執筆）

 『経済学論纂』第35巻第5・6号
1996年 1月  　「地域国際化時代のまちづくりと歴史素材―鴎外『舞姫』モデル武島務と秩父まちづくり―」『経済学論纂』第36巻第6号
1996年 3月  　「地域間交流人口の地域政策的意義」『地方自治の窓』60号
1996年 6月   「トータル・コンセプトとしてのまちづくり」『中央大学経済研究所年報』第26号（Ⅰ）

1998年 9月   「地域国際化時代のまちづくりと歴史素材( 続) ―前論文の追補を中心として―」『経済学論纂』第39巻第1・2号
1999年 3月  「統一ドイツ後における連邦空間整備の課題について」『中央大学経済研究所年報』第29号
2000年 3月  「国際交流時代と姉妹都市づくり―大津・ヴュルツブルク（独）姉妹都市づくりを中心として―」『経済学論纂』第40巻第5・6号
2001年 3月  「地方自治体におけるインターンシップ―中央大学経済学部におけるビジネス・インターンシップを中心として―」『経済学論纂』第41巻第5号
2001年9月  「外郭団体の見直しと活性化への政策形成―八王子市外郭団体の見直しを中心として―」『総合政策研究』第8号
2002年 3月  「大都市外国人登録者の地域類型化―1990,1995,1999年末在留外国人統計を中心として―」（角本伸晃と共同執筆）『経済学論纂』第42巻第5号
2002年３月　「ドイツ高質生活空間づくりと空間整備政策について―H.F.Eckey およびH.W. Jenkisの空間整備・空間整備政策論の所論を中心に―」『中央大学経済研究所年報』第32号1
2003年 3月　「地域政策の課題と地域産業の振興」『経済学論纂』第43巻第5・6号

　2008年3月　「国土地域政策における産業政策の動向と展望」『山梨地域産業振興　産
学官共同研究プロジェクト　研究報告書』 　　　　　　　　　　　

  2009－2012年「日本における翻訳経済関係書年表〔Ⅰ〕－〔Ⅳ〕『中央大学経済研究所
　　　　　　　　　年報』〔現在、継続連載中〕

2012年4月　「明治期ドイツ留学生、橋本　春（Hashimoto Hasime）の生涯－鷗外記す　　　　　
　　　　　　　　「今其の人を見る倜儻愛す可し」―「経済学論纂」第52巻　第4号
2013年４月　「社会連携におけるインタ－ンシップの役割」『経済学論纂』第53巻　第3・4号

2013年3月　「国際化時代と地域歴史素材の活性化―鷗外『舞姫』モデル、武島務と秩父市の事例―」
『高崎経済大学論集』第55巻　第3号
2　一般執筆

1969年4月  「都市形成と工業立地」『地域開発ニュース』24

1971年4月  「’70年代の首都圏都市の課題」『地域開発ニュース』48

1971年7月  「くるか中都市時代」『無限大』8

1971年12月 「不況と地域開発」『中央評論』116

1974年4月  「諏訪市」『地理』19-4

1975年5月  「徳島市」『地理』20-5

1976年10月 「熊谷市の将来像と都市づくり」『JEC』(日本経済総合研究所)２
1976年11月 「大都市問題の経済学的側面」『中央評論』136

1977年10月 「戦後における地域開発政策」『月例研究会レポ－ト（10）「戦後の日本経済（4）」
（中央大学経済研究所）

1985年2月  「『経済地理学の成果と課題』　第Ⅲ集を企画・編集して」『書誌索引展望』9-１

1985年9月  「交流化時代と基本構想づくり」『地方財務』376　　　　　

1986年5月  「ソフト型社会と地域づくり」『地方財務』384

1986年11月 「交流化時代と第三セクタ－」『地方財務』376
1992年3月  「地方から見た外国人労働者問題」『国際人流』58
1992年3月  「国際化時代におけるまちづくり」『RRR』（鉄道総合技術研究所）
1995年4月  「戦後50年まちづくり」『中央評論』47-1
1997年5月  「インタ－ンシップの勧め」『経営者』Ｎo.604
1998年1月  「インタ－ンシップ制導入の課題と解決」『JEMレポ－ト』（（財）日本経営者協会）Vol.233
2004年4月  「経済地理学会」『地理学評論』73

2000年9月  「地方自治体でのインタ－ンシップ制度」『大学時報』286

2003年4月  「第三セクタ－再生への道」『時事評論』35－1

2013年7月  「立地・地域・空間に魅せられて半世紀」（日本の経済地理学50年第4回）『地理』58-7
　2011年3月　「インタ－ンシップ開講15年周年を顧みて―導入期の思い出―」『中央

　　　　　　　　大学経済学部　インタ－ンシップ15年の歩み」

（外国語）

“Über die Formation des Standortsbildes”, Keizaigaku Ronsan, Vol.12,No.5, Tokyo, November 1971．
“Configurations of Market Areas in Spatial Competitive Equilibria” with K. Suzuki and T. Ishikawa, Annals of the Association of Economic Geographer, Vol. 30, No. 1, Tokyo, March 1983．
“The Role of the Joint Venture of Local Government and Business(＝Daisan Sector) in Japanese Regional Development” with S.Motai, T. Ishikawa and H. Takemura, Gunmahousen Kiyou, No.2, March　1989．
“The Association of Economic Geographers”,Information Bullein of The
      Union of National Economic Association,1983.

10.翻訳
　１著書（分担訳）

1969年  M.チサム『地域と経済理論』（村田喜代治他）大明堂

1971年 　 　M.チサム『農業集落と土地利用』（村田喜代治他）大明堂

1980年　　 W.アイサ－ド『地域科学入門（Ⅲ）（西岡久雄他）大明堂

1980年　　 G.マッケンロ－ト『人口論』（鈴木啓祐他）中央大学出版部
1989年  A.ヴェ－バ－『工業立地論』（『都市的土地利用の立地論』所収）
2　論文

　 1965年10月 F.ペル－「経済空間―理論と応用―」『調査月報』（日本産業構造研究所）61

1965年12月 A.レッシュ「経済地域の性格―空間秩序の理論」『調査月報』（日本産業構造研究所）63
 1967年4月 W.ラウンハルト「工業設備の最適立地の研究」『経済地理学の諸問題』4
11.その他
　1 資料・展望

1962年8月 「産業立地論の展望」『人文地理』14-4

1962年9月 「ドイツ連邦共和国バイエルン州の人口増加と都市化について

　　　　　　   ―A.フェルカ－博士の分析を中心として―」『経済学論纂』第3巻第１号

1967年9月 「立地論・立地政策」（春日茂男と共同執筆）『経済地理学の成果と課題』（経済地理学会編）大明堂
1977年5月　「海外研究　資本主義国」『経済地理学の成果と課題　第Ⅱ集』（経済地理学会編）大明堂

1978年　　　「西ドイツにおける空間研究機関（Raumforschung,Raumordnung, Geographie)
及び公刊資料について」『人文地理』25－4

  1981年７月　「東京・大阪比較対照略年表－大正元年～昭和52年」『中央大学経済研究所年報』11

　1990年1月　「西ドイツ―人口・居住構造からみた多核心構造」『地理月報』375

　2002年3月　「ドイツにおけるプラクテクム（インタ－ンシップ）に関する調査資料」『中央大学経済研究所年報』32（1）
　2002年3月　「都市・地域経済関連文献目録　欧米編（第1次報告）（中央大学図書館所蔵　1968－2000年度受入）『中央大学経済研究所年報』32（1）（李昌翼と共同執筆）

　2002年3月　「都市・地域経済関連文献目録　欧米編（第2次報告）（中央大学図書館所蔵
　1968－2000年度受入）『中央大学経済研究所年報』32（2）（李昌翼と共同執筆）
2004年3月　「都市・地域経済関連文献目録（著者別）　欧米編（中央大学図書館所蔵　1968－2000年度受入）『中央大学経済研究所年報』35（李昌翼・李昌聖と共同執筆）
2  書評
1962年2月　  J.アイロフ『合成繊維産業の立地―地域分析の事例研究』『経済学論纂』第2巻　第5号

　1966年7月　 金子敬生『地域の経済学―地域経済分析の手法―』『銀行研究』419

　1966年10月  金子敬生『地域の経済学―地域経済分析の手法―』『経済地理学年報』12－2
　1967年4月　 総合政策研究会・土屋清監修『地域開発と大都市問題』『経済地理学年報』13-1

　1968年3月　 青木外志夫・西岡久雄編『伊藤久秋教授古稀・江沢譲爾教授還暦記念論文集　

　　　　　　　―経済立地の理論と計画―』『青山経済論集』19－4

　1974年2月　 江沢譲爾・金子敬生編『経済立地論の新展開』『工業立地』13－2

　1976年2月　 村田喜代治『地域開発と社会的費用』『工業立地』15－2

　1981年5月　 伊藤達也他『人口流動の地域構造』『人口学研究』4
　1985年5月   高橋正郎・板倉勝高監修,全国農業組合中央会編『むらの挑戦―地域産業活性化戦略』『経済地理学年報』31－2

　1985年6月   相川哲夫『農村空間整備論』『農業と経済』51－7

1988年6月   目良浩一『「東京問題」の解決策』『Will』1988-6

  1988年8月   西岡久雄『立地論』『New Finance』202
　1996年9月   安藤満寿男・伊藤喜栄編『現代世界の地域システム』『経済地理学年報』32-3

　1998年9月   北條勇作『経済学の一方向―経済地理学の視点から』『経済学論纂』39-1.2
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